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■ 高水準の賃上げで収入増への期待が高まる中、家計のインフレ懸念は残存 

2024年の春闘賃上げ率（最終集計、定期昇給含む）が5.10％と、33年ぶりの高さになったことが注目

される中、物価高も引き続き人々の高い関心事となっている（図表1）。実質賃金は過去最長となる26

カ月連続での前年比マイナスとなっており、物価の伸びに賃金の伸びが追い付かない状況が続いてい

ることが背景にある。また、家計が毎月（1カ月に1回程度以上）購入している品目の物価動向をみる

と、生鮮食品が高騰した2023年10月以来となる水準まで再上昇している（図表2）。3～4月はキャベツ

や白菜、人参などの生鮮野菜が高騰したことに加えて、5月には再生可能エネルギー発電促進賦課金の

引き上げにより電気代が値上げされており、家計にとって身近な品目の物価上昇が続いていることも

背景にあろう。 

家計に消費者心理を直接尋ねた消費者態度指数をみると、6月には36.4ptと3カ月ぶりに上昇に転じ

たものの、内訳をみると、収入の増え方が前月から0.7pt上昇した一方、暮らし向きは前月から0.1pt小

図表 1 物価高及び賃上げに対する関心度 図表 2 家計が毎月購入する品目の物価動向 

  
（注）検索キーワード「物価高」及び「賃上げ」について、日本のGoogle

検索インタレストの週次データを最大＝100として相対的に表

した値 

（出所）Google Trends（https://trends.google.co.jp）より、みず

ほリサーチ＆テクノロジーズ作成 

（注）家計が毎月（1カ月に1回程度以上）購入する品目は、生鮮野菜

や生鮮肉、弁当などの食料品や電気代、ガソリン代など 

（出所）総務省「消費者物価指数」より、みずほリサーチ＆テクノロ

ジーズ作成 
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幅に低下した（図表3）。春闘賃上げや定額減税による手取り増加への期待感が押し上げ要因になって

いるとみられる一方、インフレ継続への懸念を受けて暮らし向きの十分な改善を実感するまでには至

っていないことが示唆される結果といえよう。 

■ 政府は電気ガス料金支援を一時再開。24 年度コア CPI 前年比は＋2.5%を見込む 

  こうした中、政府は電気・都市ガスに対する補助の一時再開とガソリン・灯油などの燃料油に対す

る補助を年内に限り継続することを決定した。電気・都市ガスに対する補助である電気・ガス価格激

変緩和対策は、5月使用分（6月CPI反映分）までで終了となることが決定していたが、8月使用分（9月

CPI反映分）から10月使用分（11月CPI反映分）までの期間は、酷暑乗り切り緊急支援として電気・都

市ガスに対する補助が再開されることとなった。また、ガソリン・灯油などに対する補助である燃料

油価格激変緩和対策はこれまで期限が未定となっていたが、電気・ガス料金支援の一時再開と合わせ

て年内に限り継続されることが発表された。酷暑乗り切り緊急支援によるコアCPI前年比の押し下げ

効果は、2024年9～11月平均で▲0.51％pt程度（2024年9～10月は▲0.59％pt程度、2024年11月は▲0.36％

pt程度）、燃料油価格激変緩和対策による押し下げ効果は2024年9～11月平均で▲0.36％pt程度となる

ことが見込まれるため、両方の対策を合わせると、2024年9～11月は▲0.87％pt程度コアCPI前年比が押

し下げられる計算となる（図表4）。 

次に、上述した追加の物価高対策などを踏まえた物価の先行きについてみてみよう。みずほリサー

チ＆テクノロジーズ（2024）では、24年度のコアCPI前年比の伸び率を＋2.5％と予測しており、前回見

通し（2月時点）対比での物価の上振れ・下振れ要因をみたものが図表5だ（なお、物価の先行きを財・

サービス別に示したものについては河田（2024a）を参照されたい）。円安進展が家電製品や食料等の

財を中心とした物価の押し上げ要因となり、前回見通し対比で24年度コアCPIを＋0.2％pt程度押し上

図表 3 消費者態度指数 
図表 4 追加の物価高対策によるコア CPI 

押し下げ効果（2024年 9～11月平均） 

  
（注）二人以上世帯、季節調整値 

（出所）内閣府「消費動向調査」より、みずほリサーチ＆テクノロジ

ーズ作成 

（注）電気・都市ガスは酷暑乗り切り緊急支援、ガソリン・灯油は燃

料油価格激変緩和対策による2024年9～11月平均のコアCPI前年

比の押し下げ効果を図示。電気・都市ガスは総務省「消費者物価

指数」の報道資料を元にコアCPIに対する影響を試算。ガソリン・

灯油は、円ベースの原油価格予測値を元に試算 

（出所）総務省、資源エネルギー庁より、みずほリサーチ＆テクノロ

ジーズ作成 
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げるほか、高水準の賃上げを受けた労務費の増加分を価格転嫁する動きが進展することでサービスを

中心とした物価の押し上げ要因となり、前回見通し対比で24年度コアCPIを＋0.1％pt程度押し上げる

だろう。これらの上振れ要因に加えて、再生可能エネルギー発電促進賦課金引き上げは前回見通し対

比で24年度コアCPIを＋0.2％pt程度、外国パック旅行費の指数作成再開は前回見通し対比で24年度コ

アCPIを＋0.1％pt程度押し上げる要因となる見込みだ。一方で、政府の追加の物価高対策は前回見通し

対比で24年度コアCPIを▲0.3％pt程度押し下げる要因となる。 

■ 24 年度の家計負担増は＋9.0 万円。追加の物価高対策で 1.0 万円程度抑制 

   本節では、安川・酒井（2024）と同様の手法により、家計1世帯（世帯人数の平均は約2.9人）あたり

の24年度の支出負担増額を試算してみよう。前節で述べた物価見通しを踏まえると、24年度は＋9.0万

円程度の支出負担増となる計算だ（図表6）。負担増額の内訳をみると、飲食料品や外食などの「食料」

関連の負担増額は＋3.8万円程度と試算している。輸入物価高騰の影響を受けて国内の食料品価格が大

きく上昇した昨年度より負担増額は抑えられるものの、昨秋以降の円安進展の影響が1年程度のラグ

を伴って今年秋以降に食料品価格に波及することや、河田（2024b）が指摘しているとおり、パン類や

総菜・弁当等などの労務費負担が大きい業種では賃上げによる人件費の増加分を価格転嫁する必要性

も大きくなることから、「食料」関連では24年度も相応の負担増が発生するだろう。また、電気ガス

やガソリンなどの「エネルギー」関連は、追加の物価高対策により負担増の一部が抑えられるものの、

前年に実施された物価高対策の押し下げ効果が剥落することや再生可能エネルギー発電促進賦課金が

引き上げられる影響により、＋2.6万円程度の負担増となる見通しだ。なお、追加の物価高対策がなけ

れば支出負担増額は＋10.0万円程度となり、酷暑乗り切り緊急支援と燃料油価格激変緩和対策の延長

により、「エネルギー」関連は1.0万円程度（2024年9～11月CPI反映分の電気・都市ガスに対する酷暑

乗り切り緊急支援及び2024年7～12月CPI反映分の燃料油価格激変緩和対策による支出負担軽減額を試

算。電気・都市ガス代は0.5万円程度、ガソリン・灯油代は0.5万円程度の合計1.0万円程度）支出負担が

図表 5 コア CPI前年比の見通し 

  
（注）今回見通しでは、電気・都市ガスに対する酷暑乗り切り緊急支援が2024年9～11月のCPIに反映されるほか、燃料油価格激変緩和対策が

2024年12月まで現行の補助率のまま延長されると想定。なお、前回見通しでは、電気・ガス価格激変緩和対策や燃料油価格激変緩和対策

は、補助を段階的に縮小させる形で2024年9月まで延長されると想定 

（出所）総務省「消費者物価指数」より、みずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 
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軽減されることとなる。「食料」や「エネルギー」関連以外では、日用品や家具・家電、各種サービ

スなどの「その他」で＋2.6万円程度の負担増が見込まれる。円安進展の影響が家電を中心とした財価

格を押し上げるほか、労務費の価格転嫁が進展することで宿泊料などのサービス価格が押し上げられ

るだろう。 

先行きのドル円相場については、みずほリサーチ＆テクノロジーズ（2024）で示したとおり、日米

金利差の縮小が円高圧力となる中でキャリー取引の投資妙味が残存し、2024年7～9月期は1ドル＝153

図表 7 ドル円が足元から 1ドル＝160円横ばいで推移した場合の負担増額（2024年度） 

 
（注）支出数量を家計調査上の21年度実績値に固定し、2024年度の2023年度に対する支出単価上昇による負担増額を試算。二人以上世帯（世帯

人数の平均は約2.9人）、用途分類別データ。食料は外食含む、その他は家具・家事用品や衣類、各種サービス（外食除く）等。「追加の

物価高対策なし」は、2024年9～11月CPI反映分の電気・都市ガスに対する酷暑乗り切り緊急支援及び2024年7～12月CPI反映分の燃料油価

格激変緩和対策事業の影響を除いた試算。2024年7月以降、ドル円が1ドル＝160円横ばいで推移した場合の試算 

（出所）総務省「家計調査」等より、みずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 

図表 6 食料・エネルギー等の価格上昇に伴う年収階級別の負担増額（2024年度） 

 
（注）支出数量を家計調査上の21年度実績値に固定し、2024年度の2023年度に対する支出単価上昇による負担増額を試算。二人以上世帯（世帯

人数の平均は約2.9人）、用途分類別データ。食料は外食含む、その他は家具・家事用品や衣類、各種サービス（外食除く）等。「追加の

物価高対策なし」は、2024年9～11月CPI反映分の電気・都市ガスに対する酷暑乗り切り緊急支援及び2024年7～12月CPI反映分の燃料油価

格激変緩和対策の影響を除いた試算 

（出所）総務省「家計調査」等より、みずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 

食料 エネルギー その他 合計 食料 エネルギー その他 合計 電気ガス ガソリン灯油 合計

300万円未満 29,628 28,050 11,552 69,230 29,628 19,456 11,552 60,636 3,870 4,724 8,594

300～400万円 33,893 33,816 16,879 84,588 33,893 23,934 16,879 74,706 4,240 5,641 9,882

400～500万円 36,661 38,069 20,202 94,931 36,661 27,216 20,202 84,078 4,576 6,278 10,854

500～600万円 37,247 42,157 20,379 99,783 37,247 30,324 20,379 87,950 4,612 7,221 11,833

600～700万円 39,757 43,446 25,047 108,250 39,757 30,988 25,047 95,791 4,888 7,571 12,458

700～800万円 41,961 43,019 28,593 113,572 41,961 30,709 28,593 101,263 4,806 7,504 12,309

800～900万円 42,621 48,138 36,404 127,164 42,621 35,255 36,404 114,280 5,208 7,676 12,884

900～1,000万円 45,849 49,792 43,027 138,669 45,849 36,307 43,027 125,184 5,377 8,108 13,485

1,000万円以上 52,304 51,567 56,173 160,044 52,304 38,925 56,173 147,402 5,587 7,056 12,643

全体平均 38,746 39,909 26,517 105,173 38,746 28,668 26,517 93,932 4,680 6,561 11,240

年間収入

2024年度の負担増額（円）　※足元から1ドル＝160円横ばいで推移した場合 追加の物価高対策による
負担軽減額（円）追加の物価高対策なし 物価高対策あり

食料 エネルギー その他 合計 食料 エネルギー その他 合計 電気ガス ガソリン灯油 合計

300万円未満 29,175 25,329 11,444 65,948 29,175 17,590 11,444 58,209 3,870 3,868 7,739

300～400万円 33,375 30,509 16,702 80,585 33,375 21,639 16,702 71,716 4,240 4,629 8,870

400～500万円 36,100 34,345 20,006 90,452 36,100 24,606 20,006 80,712 4,576 5,164 9,739

500～600万円 36,677 37,981 20,336 94,995 36,677 27,416 20,336 84,429 4,612 5,953 10,565

600～700万円 39,150 39,145 24,792 103,086 39,150 28,016 24,792 91,957 4,888 6,241 11,129

700～800万円 41,320 38,767 28,126 108,212 41,320 27,764 28,126 97,210 4,806 6,197 11,003

800～900万円 41,970 43,421 35,862 121,253 41,970 31,874 35,862 109,706 5,208 6,339 11,547

900～1,000万円 45,149 44,901 42,199 132,249 45,149 32,825 42,199 120,173 5,377 6,699 12,076

1,000万円以上 51,505 46,609 54,805 152,919 51,505 35,192 54,805 141,502 5,587 5,830 11,417

全体平均 38,154 36,002 26,099 100,256 38,154 25,919 26,099 90,172 4,680 5,404 10,083

年間収入

2024年度の負担増額（円） 追加の物価高対策による
負担軽減額（円）追加の物価高対策なし 物価高対策あり

（注） 年度の 年度に対する負担増額を試算。二人以上世帯、用途分類別データ。「追加の物価高対策なし」は、 年 ～ 月



5 

 

円、2024年10～12月期は1ドル＝150円、2025年1～3月期は1ドル＝147円を中心としたレンジで緩やか

に円高が進展（7～9月期以降はドル円が平均1ドル＝150円で推移）するという想定がメインシナリオ

だが、本稿の執筆時点では1ドル＝158円台で推移しており、仮にインフレ圧力の再燃を受けて米国で

高金利が継続した場合等では想定以上に円安が長引くリスクもある（米国では景気の強さの継続や2

期目のトランプ政権が誕生した場合に実施が予想される政策（移民排斥・関税引き上げ・減税継続）

等を起点とするインフレ再燃リスクが残存しているほか、中東情勢悪化等を背景に資源価格が高騰し

て日本の貿易赤字が拡大することも懸念される。こうしたリスクが顕在化した場合には、米金利上昇

によるドル買いや円需給悪化による円売りを通じて本稿の想定以上に円安が進行する可能性も否定で

きない）。そこで、2024年7月以降、ドル円が1ドル＝160円で横ばい推移する場合を機械的に想定して

支出負担増額を試算すると、追加の物価高対策を加味した場合では＋9.4万円程度の支出負担増となる

（図表7）。なお、追加の物価高対策がなければ＋10.5万円程度の支出負担増となるため、追加の物価

高対策により支出負担は1.1万円程度（電気・都市ガス代は0.5万円程度、ガソリン・灯油代は0.7万円程

度1）軽減される計算となる。 

■ 力強い賃上げで実質賃金はプラス転化も、個人消費の回復ペースは緩やかに 

   物価高が長引く中、賃金の伸びが物価の伸びを上回ることができるかが注目されている。名目賃金

を実質化する際に用いられる持家の帰属家賃除くCPIの前年比は、24年度も＋3％程度の高い伸び率で

推移することが見込まれる。一方、力強い賃上げ（ベースアップ分で＋3％台）が徐々に実際の賃金に

反映されていくことで年後半の名目賃金上昇率は＋3％台まで高まることが視野に入る状況だ（5月の

毎月勤労統計をみると、共通事業所ベースでみた名目賃金上昇率は前年比＋2.3％（4月：同＋1.8％）、

所定内給与は同＋2.7％（4月：同＋2.2％）と伸び率が大きめに拡大している）。実質賃金は徐々にマ

イナス幅を縮小し、月次ベースでは2024年9～10月、四半期ベースでは2024年10～12月期にプラスに転

じると見込んでいる（図表8）。 

   ただし、実質賃金はこれまで2年以上マイナス圏で推移してきたことを踏まえると、2024年10～12月

期に実質賃金がプラスに転じたとしても、個人消費の力強い回復までには至らない可能性が高く、そ

図表 8 実質賃金の見通し 

 
（注）持家の帰属家賃除く総合CPIで実質化 

（出所）厚生労働省「毎月勤労統計」より、みずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 
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の回復ペースは緩やかなものとなるだろう（酒井（2024a）やみずほリサーチ＆テクノロジーズ（2024）

が指摘しているように高齢者世帯の24年度の「実質年金支給額」は前年比マイナスで推移することが

見込まれ、高齢層の消費の回復の遅れも個人消費全体を下押しするだろう）。前述したように6月の消

費者態度指数が回復に転じているほか、6月の景気ウォッチャー調査の現状判断DIをみても家計動向

関連は猛暑による夏物商材の販売好調等を背景に改善するなど、足元の個人消費には明るい兆しがみ

られている。一方、酒井（2024b）や門間（2024）が指摘しているとおり、個人消費回復の鍵となる実

質賃金の持続的な上昇には労働生産性の上昇が求められるため、個人消費の増加を含めた「好循環」

につながるかどうかは依然として不確実性が大きいと言えるだろう。 

   

   

   

［参考文献］ 

みずほリサーチ＆テクノロジーズ（2024）「2024・2025年度 内外経済見通し～二極化と格差を抱えた

強弱入り混じる成長パス～」、2024年7月2日 

河田皓史（2024a）「日本銀行の金融政策運営に関する3つのシナリオ～詳細版～」、みずほリサーチ＆

テクノロジーズ『みずほリポート』、2024年5月30日 

安川亮太・酒井才介（2024）「円安・原油高で長引く家計負担増～賃上げで暮らし向き改善期待も実質

賃金の改善は緩やか～」、みずほリサーチ＆テクノロジーズ『Mizuho RT EXPRESS』、2024年4月25

日 

河田皓史（2024b）「財インフレはどこまで減速するか～「第一の力」と「第二の力」の狭間で～」、み

ずほリサーチ＆テクノロジーズ『みずほインサイト』、2024年6月17日 

酒井才介（2024a）「停滞感が強まる日本経済～本質的課題は「デフレ脱却」から供給制約へ変化～」、

みずほリサーチ＆テクノロジーズ『Mizuho RT EXPRESS』、2024年5月22日 

酒井才介（2024b）「年率▲1.8％と1次速報から小幅な上方修正（1～3月期2次QE）」、みずほリサーチ＆

テクノロジーズ『QE解説』、2024年6月10日 

門間一夫（2024）「物価から「好循環」は生まれない～日銀の企業アンケートをどうみるか～」、みず

ほリサーチ＆テクノロジーズ『門間一夫の経済深読み』、2024年6月24日 

 

 
1 酷暑乗り切り緊急支援では電気使用量 1kWh あたりや都市ガス使用量 1 ㎥あたりの補助が定額となっている一方、燃料油価格

激変緩和対策では、例えばレギュラーガソリンの場合、1 リットルあたり 175 円程度までガソリン価格が抑えられる。そのた

め、2024 年 7 月以降、ドル円が 1 ドル＝160 円横ばいで推移すると想定してメインシナリオから円ベースの原油価格が上振れ

れば、補助がない場合のガソリン価格等が上昇することとなり、激変緩和対策による支出負担軽減額は増加する。 
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  （QR コードはデンソーウェーブの登録商標です）      

お問い合わせ：みずほリサーチ＆テクノロジーズ株式会社 調査部メールマガジン事務局 

（03-6808-9022, chousa-mag@mizuho-rt.co.jp） 
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